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研究成果の概要（和文）：　本研究では、近代中国工業の技術的基礎を、1910～50年代を期間として、教育機関による
技術者養成と、彼らの企業内での活動を通して解明した。
　中国での技術者養成は、中華民国成立後に本格化した。国内教育機関の不十分さから、当初は国外留学による養成に
頼らざるを得なかった。紡織業の場合には、日、米、英が主な留学先となった。中でも留日技術者が質・量ともに重要
な役割を果たした。それには日中の紡織業の原綿や市場が同じだったこと、主な受入先たる東京高等工業学校の体制の
整備などの要因をあげられる。1930年代には、こうした留学と国内教育機関による技術者とにより技術者団体も結成さ
れ、本格的な工業化が開始される。

研究成果の概要（英文）： This research solved the technical foundation of modern China's industry through 
engineer training by educational facilities and engineers activity in cotton textile industry.
 The industrial technical education in China got into stride in Republic of China. Engineers were 
dependent on studying abroad triggered by the insufficiency of domestic educational facilities. In the 
case of cotton textile industry, Japan, the U.S., and the U.K. became with the main places to study 
abroad.The cause was having shared the materials and the market of cotton textile industry of Japan and 
China, and positive acceptance of the Chinese student by a Tokyo higher technical school.The engineer 
organization was founded and full-scale industrialization was started in the 1930s.

研究分野：近代中国の経済
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１．研究開始当初の背景 
これまでの近代中国工業の技術的基礎に
関する研究は、主に以下の三分野から行われ
てきた。第一に、近代企業の技術的力量とそ
の効果を明らかにするものであり、その先駆
的な成果が、徐鼎新『中国近代企業的科技力
量与科技効応』上海社会科学院出版社、1995
年である。同書は資源委員会編『中国工程人
名録』商務印書館、1941 年を主要資料とし、
総括的に近代中国における技術者養成と技
術者が企業経営に与えた影響を明らかにし
た。第二に、近代中国における科学的管理法
の定着を明らかにするものであり、代表的な
成果として許康、労漢生『中国管理科学歴程』
河北科学技術出版社、2000 年、劉文賓『近代
中国企業管理思想與制度的演変(1860～
1949)』国史館、2001 年と岩間一弘「科学的
管理のなかの企業職員―1930 年代上海の商
務印書館を中心に」『社会経済史学』71 巻 4
号、2005 年をあげることができる。第三に、
教育史からの科学教育と実業教育の研究で
あり、代表的な成果として孫宏安『中国近現
代科学教育史』（遼寧教育出版社、2006 年）
をあげることができる。 
 研究代表者（以下、代表者と略）は、これ
まで近代中国における最大の近代工業部門
だった紡織業を研究する中で、紡織企業経営
の中で技術者の果たす重要性を指摘してき
た。また技術選択が、その後の中国紡織業に
大きな影響を与えたこと、技術者の教育機関
における養成を、東京高等工業学校（現東京
工大）などの日本の教育機関が担っていたこ
とを解明してきた。 
 本研究では、上記の研究史整理と代表者の
これまでの成果をふまえ、綿紡織業を中心に
中国国内の教育機関（南通学院紡織科、蘇州
工業専門学校など）と国外の教育機関におけ
る技術者養成と、これが近代中国の社会経済
に与えた影響を明らかにしようとした。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、近代中国工業の技術的基
礎を、1910～50 年代を期間として、教育機
関による技術者養成と、こうした技術者の企
業内での活動を通して明らかにするもので
ある。教育機関を通じた工業技術者養成は近
代に確立したものであり、学理を通して技術
を修得させることにその意義があった。こう
した技術には、製造技術だけではなく、原価
計算によるコスト管理などの科学的管理法
なども含まれており、労働者に標準作業など
を通して時間の観念を持たせるなど、中国社
会の近代化に大きな影響を与えるものだっ
た。 
 
３．研究の方法 
近代中国紡織業は、日系在華紡をはじめと
する日本の紡織資本との厳しい競争にさら
された。その際に、中国の紡織業が課せられ
た課題は、(1)専門技術者不足という人材養

成問題、(2)科学的管理法の導入による経営
の近代化、(3)資金不足問題、の 3点だった。
多くの中国の紡織企業は、この 3点で問題を
抱えたために、在華紡との競争において苦境
に立つことになった。また、この 3点のいず
れもが技術者と深く関係のある問題だった。 
(1)専門技術者の養成問題については、『近代
中国紡織史』中国紡織出版社、1997 年の発行
により、中国国内の教育機関の変遷について
は明らかになった。しかし、こうした教育機
関でどの程度の人材が、いかなるカリキュラ
ムのもとで育成され、いかなる企業に就職し、
そこでどのような役割を果たし、これが中国
の社会経済にどのような影響を与えたのか
は明らかにされていない。本研究では、南通
学院や蘇州工専の学友録を分析し、卒業生数、
在学時のカリキュラムの変化、就職先などを
明らかにした。また南通学院紡織科校友会発
行の『紡織之友』や蘇州工専校友会発行の『紡
織染季刊』などの校友会誌、恒豊紗廠発行の
『恒豊旬刊』などの企業内誌、『華商紗廠連
合会季刊』、『紡織時報』、『紡織周刊』などの
業界誌の分析により、学卒技術者が企業内で
果たした役割と、これが中国の社会経済に与
えた影響を解明した。 
(2)科学的管理法の導入による経営の近代化
についても、上記の校友会誌、企業内誌、業
界誌、大阪大学経済学部所蔵綿業協会資料の
分析を行うとともに、上海市档案館所蔵の史
料についても蒐集と分析を行った。 
(3)資金問題については、1930 年代に入り、
紡織技術者が中国銀行や金城銀行などの信
用調査機構に参画することにより大きく改
善されたと考えられる。しかし、こうした信
用調査機構に具体的な意志決定過程につい
ては、馬長林による上海商業儲蓄銀行（馬長
林「民国時期銀行界放款決策機制深析」呉景
平、馬長林編『上海金融的現代化与国際化』
上海古籍書店、2003 年）や諸静による金城銀
行の研究（諸静『金城銀行的放款与投資
（1917-1937）』復旦大学出版社、2008 年）が
あるが、最大の貸付機関だった中国銀行につ
いての分析は未着手のままである。代表者は
「1930 年代における河南、河北、山西紡織工
場の再編と中国銀行」『近きに在りて』第 49
号、2006 年において、この中国銀行の紡織業
投資について初歩的な分析を試みたが、中国
歴史第二档案館所蔵の中国銀行档案を使用
するにはいたっていない。今回の研究でも、
上海市档案館所蔵の上海銀行の棉業研究会
関係一次文書までは確認できたが、第二档案
館の文書は諸事情により確認をできなかっ
た。 
 
４．研究成果 
 5 年間の研究により(1)～(3)のような成果
と、(4)の新たな課題を得ることができた。 
(1)近代中国紡織業におけるキャッチアップ
構造を解明できた。キャッチアップに必要な
ものは、①技術者と②階層的な技術者を養成



する教育体系だった。①については留学技術
者が清末の 1900 年代から帰国により実現し
た。②については、清末（1904 年～）からの
教育制度の整備により、民国期の 1912 年に
南通紡織専門学校や、各種甲種工業学校が設
立され、帰国技術者の教員就任によりようや
く具体化した。紡織企業でも階層的管理制の
拡大と技術者の組織化が進展した。最初に階
層的管理制を採用したのは恒豊紡だったが、
同社の挑戦は「1923 年恐慌」で挫折した。し
かし同社の技術者が永安紡、申新紡、大生第
一、常州大成紡などへ移籍することで、階層
制組織の採用は拡大した。また 1930 年の南
通学院紡織科学友会の改組と紡織学会の結
成により、中国人紡織技術者の組織化も拡大
した。こうして中国紡の優良企業も、1920 年
代後半～30 年代に日本系在華紡を技術的に
追跡可能となった。 
(2)中国人留日技術者の役割を解明できた。
中国人留日技術者は、中国と原綿・市場を共
通とする日本近代綿業の技術を、学理（教育
機関）と実地（工場実習）を通して吸収した。
そして中国市場での在華紡と競争を余儀な
くされた中国紡織企業に採用され、国内で養
成された技術者とともに階層的管理制を形
成し、工頭制を排除するなど、日本の紡織技
術をキャッチアップした。 
(3)近代中国紡織業におけるキャッチアップ
の特徴を解明できた。①教育行政における軽
工業教育の位置づけは、南通紡専の認可の遅
延や、蘇州工専の歴史的変遷に見られるよう
に低かった。②そのため国家の関与は限定的
で、南通紡専のような私立学校への依存とい
う形をとっており、張謇や李升伯といった企
業家、あるいは彼らの経営した大生紡織のよ
うな企業主導の教育となっていた。 
(4)紡織業は近代中国の技術移転の一般的事
例となりうるのか、という新たな課題を設定
できた。近代中国紡織業では日本の大きな影
響力（在華紡、留日技術者）を確認できた。
しかし鉱業など、日本に技術的な優位のない
分野では、日本留学生は少なく、しかも技術
者総数は紡織業よりもはるかに多いのであ
り、こうした鉱業などの実態分析も加えるこ
とで、中国鉱工業におけるキャッチアップの
あり方の全貌を明らかにしたい。 
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